
元・8・1　No.2292 国分寺市議会だより

令和元年 第2回定例会 各委員会における質疑等【要旨】
各議案等の要旨や結果は、10面をご覧ください。

提案議案等
を問う

総務委員会
【議案の審査】
■議案第30号　国分寺市情報公開条例の一部
を改正する条例について
Ｑ　今後、法改正による影響が出る可能性は。
Ａ　市への影響はない。
■議案第31号　国分寺市市税賦課徴収条例等
の一部を改正する条例について
Ｑ　申告は、必ず電子化が必要か。
Ａ　令和2年4月の事業年度開始からは必須
となっている。インターネット障害や災害が
あった場合には、書面での申告も可能。
■議案第32号　国分寺市立アクティ・ココブ
ンジ条例について

Ｑ　インターネット予約システムの導入は。
Ａ　早ければ来年早々には利用者に説明し、
導入を図りたい。
Ｑ　申請時点では「実際の使用時間」はわか
らず記入できないのでは。
Ａ　「申請したコマの中での使用予定時間」
という意味で、申請書に記入欄を設けた。文
言については、検討したい。
【報告事項】
・工事請負契約における賃金等の変動への対
応について
・会計年度任用職員制度について
・プレミアム付商品券事業について　など

建設環境委員会
【議案の審査】
■議案第37号　国分寺市地区計画の区域内に
おける建築物の制限に関する条例の一部を改
正する条例について
Ｑ　地区計画で建物の用途や高さを制限した
内容を、今回の条例改正に反映したことによ
る法的拘束力は。
Ａ　条例改正することで建築確認の審査事項
となり法的拘束力を持つことになる。
■議案第39号　国分寺市立公園条例の一部を
改正する条例について
Ｑ　市立公園が使用開始になるまでの期間が
長いのでは。

Ａ　市議会の議決後に開園する現在の手続き
は適法ではあるが、早期に開園できる方法を
検討していきたい。
■議案第48号　指定管理者の指定について
Ｑ　自転車駐車場の管理に必要な人員配置を
満たしているのか。
Ａ　市が定めた最低基準以上の提案を指定管
理者から受けている。
■議案第42～47号市道路線の一部廃止及び認
定については、審査に先立ち現地視察を行った。
【報告事項】
・まちづくり推進地区の検討状況について
・恋ヶ窪駅周辺自転車駐車場について　など

（市立公園の現地視察）

厚生文教委員会
【議案の審査】
■議案第33号　国分寺市災害弔慰金の支給等
に関する条例の一部を改正する条例について
Ｑ　災害弔慰金の制度を災害時に周知する際
の防災担当との連携は。
Ａ　総務部等と連携し、庁内での情報共有を
検討したい。
■議案第34号　国分寺市災害被災者等援護条
例の一部を改正する条例について
Ｑ　市独自で規定している所得制限以外の内容は。
Ａ　暴風、豪雨、豪雪、地震等に加え、火災、
爆発も対象としている。
■議案第35号　国分寺市介護保険条例の一部
を改正する条例について
Ｑ　低所得者対策として介護保険料が軽減と

なる対象人数は。
Ａ　第1段階から第3段階までの7，169人が
対象となる。
■議案第36号　国分寺市放課後児童健全育成
事業の設備及び運営の基準に関する条例の一
部を改正する条例について
Ｑ　放課後児童支援員の資格要件に関する基
準改正の理由は。
Ａ　支援員の研修を政令市が行えるようにす
る地方提案があったため。
【報告事項】
・第4次障害者計画等の策定に係るアンケー
ト調査の実施について
・市立第二小学校区内学童保育所の整備につい
て　など

国分寺駅周辺整備特別委員会
【報告事項】
・再開発事業における事業計画変更について
Ｑ 事業計画を変更するのはなぜか。
Ａ 東京都に事前に相談し、事業の施行期間
の変更にあわせ、交通広場の形状も修正する
ことになった。
Ｑ 事業計画の変更にともなう資金計画の変
更はどの程度になるのか。
Ａ 金額を精査の上、最終的に予定される直
近の計画へ変更したい。
・再開発事業の進捗及び交通広場の修景計画
説明会の概要について
Ｑ 交通広場の植栽や落ち葉対策はどのよう
に考えているのか。

Ａ 本数を減らし、常緑樹を中心とした修景
計画としている。
Ｑ 水景施設は設置するのか。そのランニン
グコストや注意事項は。
Ａ 修景計画で設置することとした。ランニ
ングコストの詳細は今後確認していく。安全
面でも対策を講じていく。
Ｑ 交通広場には一般車両の乗降場を必ずつ
くらないといけないのか。
Ａ 設置の義務はない。個別に交通管理者と
の協議により決定する。
その他・再開発ビルのＣＦＴ※構造賞受賞について
・再開発事業推進本部記録について
※CFT＝コンクリート充填鋼管構造

（ｃｏｃｏｂｕｎｊｉ　 ＷＥＳＴ）

（国分寺市立第二小学校）

（ｃｏｃｏｂｕｎｊｉ　 ＥＡＳＴ3階　アクティ・ココブンジ※）

※市民活動センター等の機能を備えた新施設


